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問題と目的

　働く人の労働環境は厳しい状況にある。労働
者健康状況調査によると，現在の仕事や職業生
活に関して強い不安，悩み，ストレスが「ある」
と回答する労働者の割合は 60.9% となっている

（厚生労働省，2012）。また，最近 3 年間におけ
る労働者の「心の病」の推移に関する調査では，

「増加傾向」と回答した企業は 37.6% と，いま
だに 4 割近くあると指摘されている（日本生産
性本部，2012）。このように，労働環境は大変
厳しく，メンタルヘルス不調による休職者への
対応が社会的に重要な課題とされている。
　メンタルヘルス不調による休職者の復職に
対して円滑な支援を行うために，厚生労働省

（2009）は「心の問題により休業した労働者の
職場復帰支援の手引き（以下，職場復帰支援の
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による探索的因子分析の結果，メンタルヘルス不調者の復職支援において管理職者が抱える困難は，『病
状や体調の把握に関する困難』，『職務上の配慮に関する困難』，『組織マネジメントの困難』の 3 因子に
分かれることが明らかになった。また，有意傾向ではあるものの，復職支援経験のない管理職者の方が，
復職支援経験のある管理職者に比べ困難感を高く抱えることも明らかにされた。先行研究では，復職支
援にあたってさまざまな困難があるとされ，系統立てて整理されていなかったが，今後はこれらの 3 つ
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手引き）」を示している。しかしながら，2012

年の時点でメンタルヘルスケアの具体的な取り
組みとして「職場復帰における支援」を行って
いる企業は 16.8% となっており（労働政策研
究・研修機構，2012），復職に関する体制が整
えられていないと言える。また，うつ病者の復
職後 4 年目には 52% が再発を経験しているこ
とも明らかにされている（川上・樫村・小泉，
1987）。労働者が復職した場合に再休職に陥ら
ないためにも，メンタルヘルス不調による休職
者の復職を円滑に行う方法について検討する必
要があると考えられる。
　メンタルヘルス不調者の復職支援において，
復職後の経過に関連する要因はさまざまなも
のが検討されているが（Andersen, Nielsen & 
Brinkmann, 2012; Nielsen et al., 2012），その中で
も管理職者のメンタルヘルス不調者への関わり
は重要と考えられる。例えば，メンタルヘルス
不調者に対して管理職者が，仕事の調整，段階
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的な復職の実施，復職過程の共有，ストレスの
かからないような配慮を行うことで，労働者の
生産性や well-being が高まることが指摘されて
いる（Munir, Yaker, Hicks & Feilder, 2012）。ま
た，少なくとも 2 週間に一度の電話・対面での
連絡，復職後のフォローアップミーティングの
実施など，管理職者がメンタルヘルス不調者と
コミュニケーションを取っていた場合には復職
の継続が長くなることが明らかにされている

（Nieuwenhuijsen, Verbeek, Boer, Blonk & Dijk, 
2004）。加えて，「職場復帰支援の手引き（厚生
労働省，2009）」において管理職者は職場環境
等問題点の把握と改善，就業上の配慮，職場復
帰後の労働者の状態の観察を求められているこ
とからも，管理職者のメンタルヘルス不調者と
の関わりの重要性が示されている。
　このように，復職支援において管理職者のメ
ンタルヘルス不調者への関わりは重要であると
されているものの，メンタルヘルス不調者を迎
え入れる際には迎え入れる側がさまざまな困難
を感じることが明らかにされている。メンタル
ヘルス不調者の復職への対応を求められた際
に，何らかの支障があったと回答した管理職者
は，64.7% に上る（黒川・井上・井奈波・岩田，
2009）。また，「復職可能とされるだけの病気の
回復が図られたのか否かがわからない」こと
や，「復職した従業員に対する接し方がわから
ない」ことについて，それぞれ 56.2%，26.7%
の管理職者が困ったこと，ないしは困ると予想
されることと回答している（黒川他，2009）。
しかしながら，メンタルヘルス不調者の復職支
援で管理職者が抱える困難の構成概念について
は明らかにされていない。また，復職支援経験
のある管理職者は復職支援にあたっての相談先
を理解している一方で，支援経験がない管理職
者は相談先について理解していないこと，さら
に，復職支援を想定するにあたって具体的なイ
メージがつかめていないことが指摘されている

（黒川他，2009）。これらのことから，復職支援
経験のない管理職者の方が，メンタルヘルス不
調者への支援のイメージがつかめず，復職支援
経験のある管理職者に比べて困難感が高いこと
が予想される。
　そこで本研究では，管理職者がメンタルヘル
ス不調者の復職支援において管理職者が抱える
困難感尺度を作成し，構成概念を明らかにする
ことを目的とする。さらに，復職支援経験の有
無による困難感の差異を検討することを目的と
する。本研究によって，メンタルヘルス不調者
の復職支援において管理職者が抱える困難感の
構成概念が明らかになることにより，復職支援
にまつわる管理職者への研修などの参考資料と
して活用することができると考えられる。

方　法

調査対象者
　某県庁職員で，研究への参加に同意した管理
職者 69 名（平均年齢 53.14 ± 5.34 歳，男性 50

名，女性 17 名）を調査対象者とした。
調査手続き
　研究参加の説明に同意した調査対象者に対
し，管理職者を対象としたメンタルヘルスに関
する研修会の前に自己記入式の質問紙を配布
し，回答を得た。
調査材料　

（1）フェイスデータ：年齢，性別，勤続年数，
最近 3 か月あたりの平均残業時間，メンタルヘ
ルス不調者の復職支援経験の有無，メンタルヘ
ルス不調による休職経験の有無について回答を
得た。

（2）メンタルヘルス不調者の復職支援で管理職
者が抱える困難感尺度（以下，困難感尺度）：
黒川他（2009），並木他（2015）をもとに作成
され，37 項目から構成される。メンタルヘル
ス不調者の復職支援で管理職者がどのような難
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しさを感じるのかを測定する。「心の健康問題
によって休業した職員に対する復職支援を行う
にあたって困ったこと，ないしは困ると予想さ
れることについてあてはまるもの」という教示
のもと，「全く困らなかった」から「非常に困っ
た」までを 1 ～ 7 点の 7 件法で回答を得た。
倫理的配慮
　本研究は，早稲田大学「人を対象とする研究
に関する倫理審査委員会」の承認を得て実施さ
れた（申請番号：2015-197）。
分析方法
　得られた回答のうち，困難感尺度の欠損値が
10% 以下の場合には，欠損値を最頻値に置換
した。困難感尺度で，90% 以上の回答が同じ
だった回答者を分析から除外した。第 1 に，困
難感尺度の各項目について，天井効果・フロア
効果を検討するために，各項目の平均値± 1 標
準偏差を算出した。また，各 37 項目の全体と
の相関関係を検討するために，各項目の I-T 相
関分析を行い，相関係数を算出した。第 2 に，
困難感尺度の構成概念を明らかにするため，プ
ロマックス回転を用いた主因子法による因子分
析を行った。困難感尺度の内的整合性を検討す
るため，Chronbach の α係数を算出した。また，
各因子間の相関係数を算出した。第 3 に，復職
支援の経験の有無による管理職者の困難感の程
度の差異を検討するため，復職支援経験の有無
を独立変数，困難感尺度全体の合計点を従属変
数とした対応のない t 検定を行った。第 4 に，
復職支援の経験の有無による管理職者の困難感
の各因子の程度の差異を検討するため，復職支
援経験の有無を独立変数，困難感尺度の因子
ごとの合計点を従属変数とした対応のない t 検
定を行った。なお，分析には IBM SPSS Statics 
version 23 を用いた。

結　果

対象者の概要
　欠損値が 10 % 以上であった回答者，ならび
に同じ回答が 90% 以上の方を回答者を分析か
ら除外した（11 名）。その結果，分析対象者は
58 名で，平均年齢は 53.13 ± 5.62 歳であり，
男性 43 名，女性 15 名であった。勤続年数は，
9 年以下は 1 名，10 ～ 19 年が 3 名，20 ～ 29

年が 16 名，30 年以上が 38 名であった。最近
3 か月あたりの平均残業時間は，9 時間以下が
37 名，10 ～ 19 時間が 13 名，20 ～ 49 時間が 6

名，50 時間以上は 1 名であった。メンタルヘ
ルス不調者の復職支援の経験がある人は 24 名
であった。メンタルヘルス不調による休職経験
がある人は 1 名であった。（Table 1）。　
管理職者が抱える困難感尺度の因子構造の検討
　困難感尺度の項目案，37 項目について，天
井効果とフロア効果を検討するために，各項目
の平均値 ± 1 標準偏差を算出した。その結果，
各項目の平均値＋ 1 標準偏差が 7 点を上回る項
目，ならびに各項目の平均値－ 1 標準偏差が 1

点を下回る項目は確認されなかった。また，各
37 項目の全体との相関関係を検討するために，
I-T 相関分析を行った。その結果，各項目得点
とその項目を除いた全体の得点は正の相関関係
を示し，相関係数は全て有意であった（r = .45 
～ .79, いずれも p < .01）。以上の分析により除
外される項目はなかった。
　37 項目の因子構造を把握するため，主因子
法による探索的因子分析を実施した。固有値 1

以上の基準から 3 因子解を採用し，プロマック
ス回転を用いた主因子法による因子分析を行っ
た。共通性の低い項目，因子負荷量が基準値

（.40）に満たない項目，複数の因子に基準値
（.35）を超える因子負荷量を示した項目を除外
し，同様の手続きにて因子分析を繰り返した結

再校＿早稲田大学臨床心理学研究＿本文.indd   81 2017/02/10   16:51:49



早 稲 田 大 学 臨 床 心 理 学 研 究　第 16 巻　第 1 号

―82―

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Table . N  = 62

SD 52.93 5.5
9 38

46 10 19 13
15 20 49 8
1 50 1

2
9 1 25
10 19 3 1
20 29 19
30 38

1

Table . 

α  .91 1 2 3
1 α  .87

36. ..78 .03 -.09
32. ..77 -.03 -.13
35. ..74 .01 -.11
34. ..73 .02 -.04
27. ..68 -.09 .22
28. ..63 -.11 .18
25. ..53 .17 .05
23. ..51 .16 .10
31. ..45 -.04 -.06

2 α .89
3. -.16 ..83 .04
2. -.05 ..83 .00
8. .10 ..77 -.13
4. -.04 ..72 .13
1. .02 ..72 -.09
9. .14 ..71 -.01

3 α .88
13. -.04 -.09 ..97
14. -.06 -.02 ..92
10. .09 .32 ..55

1 2 3
1
2 .54**

3 .40** .50**

再校＿早稲田大学臨床心理学研究＿本文.indd   82 2017/02/10   16:51:50



並木・佐藤・伊藤・矢島・鈴木：メンタルヘルス不調者の復職支援において管理職者が抱える困難感尺度の構成概念の検討 

―83―

果，最終的に 3 因子構造，18 項目が得られた
（Table 2）。因子負荷量の低かった 19 項目が削
除された。　 　
　第 1 因子に含まれる項目は「27．主治医など
との関係医療機関との連携がうまく取れないこ
と」，「25．診断書にある病名と職場でのメンタ
ルヘルス不調者の状態が合っていないと感じる
こと」といった，メンタルヘルス不調者の病状
の把握の難しさや，医療機関との連携面での困
難，医学的な病状と職場でのギャップなどの困
難について表されていた。そのため，『病状や
体調の把握に関する困難』と命名した。さら
に， 第 2 因子に含まれる項目は，「3．復職可能
と判断されるだけの病気の回復が図られたのか
わからないこと」，「2．メンタルヘルス不調者
への仕事の調整方法がわからないこと」といっ
た，メンタルヘルス不調者本人への接し方や仕
事の調整など，本人との連携にあたっての困難
について表されていた。そのため，『職務上の
配慮に関する困難』と命名した。また，第 3 因
子に含まれる項目は，「13．休職したメンタル
ヘルス不調者の仕事を埋めることが難しいこ
と」，「14．周囲の職員への仕事の調整が難しい
こと」といった，職場の周囲の同僚への仕事の
調整や，職場自体の忙しさによる周囲の職員と
の連携に困難が表されていた。そのため，『組
織マネジメントの困難』と命名した。各因子間
の相関は，中程度の正の相関を示した（r = .40 
～ .54, いずれも p < .01）。
　また，本研究で得られた困難感尺度の全体と
各因子の信頼性を検討するため，信頼性係数
として Cronbach の α 係数を算出したところ，
尺度全体では，α ＝ .91，第 1 因子では，α ＝ 
.87，第 2 因子は，α ＝ .89，第 3 因子は，α ＝ .88 
であり，いずれも高い値が得られた。
管理職者が抱える困難感の特徴の検討
　復職支援の経験の有無による管理職者の抱え
る困難感の程度の差異を検討するため，復職支

援経験の有無を独立変数，困難感尺度全体の合
計点を従属変数とした対応のない t 検定を行っ
た。その結果，復職支援経験のない管理職者の
方が，復職支援経験のある管理職者に比べ，困
難感が高い傾向にあることが明らかとなった

（t （56） = 1.76, p = .08, d = 0.46）。
　さらに，復職支援の経験の有無による管理職
者の困難感の因子ごとの程度の差異を検討する
ため，復職支援経験の有無を独立変数，困難感
尺度の因子ごとの合計点を従属変数とした対応
のない t 検定を行った。その結果，『病状や体
調の把握に関する困難』について，復職支援経
験のない管理職者の方が復職支援経験のない管
理職者に比べ，困難感が有意に高いことが明ら
かとなった（t （56） = 2.70, p = .01, d = 0.70）。
復職支援経験の有無による『職務上の配慮に関
する困難』と『組織マネジメントの困難』の
差は見られなかった（t （56） = .48, p = .63, d = 
0.13; t （56） = .39, p = .70, d = 0.10）（Table 3）。

考　察

　本研究の目的は，メンタルヘルス不調者の復
職支援で管理職者が抱える困難感尺度を作成
し，構成概念を明らかにするとともに，復職支
援経験の有無による困難感の差異を検討するこ
とであった。
　主因子法による探索的因子分析の結果，メン
タルヘルス不調者の復職支援において管理職者
が抱える困難感は，『病状や体調の把握に関す
る困難』，『職務上の配慮に関する困難』，『組織
マネジメントの困難』の 3 因子から構成される
ことが明らかとなった。先行研究では，復職支
援にあたってさまざまな困難があるとされ，系
統立てて整理されていなかったが（例えば，黒
川他，2009；並木他，2015），今後はこれらの
3 つの因子に基づいて管理職者の抱える困難を
整理していくことが有効であると考えられる。
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　まず，『病状や体調の把握に関する困難』で
は，職場での状態像の把握の難しさだけでな
く，主治医などの医療機関から得られた病状と
職場の状態像についてのギャップがあることな
どから難しさを感じると考えられる。復職にあ
たって，メンタルヘルス不調者の復職の明確な
基準は定められておらず，主治医の判断に任せ
られることが多く，さらに主治医は患者に有利
な判断を管理職者の方が，復職支援経験のある
管理職者に比べ，困難感が高い傾向にあること
が明らかすることが多い（柏木・田口・桃生・
江花・芦原，2006）。また，職場ではメンタル
ヘルス不調者の“いつもと違う”様子を確認す
る必要があるものの（難波・向井，2013），そ
の基準や具体的な方法は明らかにされていな
い。これらのことから，管理職者はメンタルヘ
ルス不調者の病状を把握することの難しさを感
じると考えられる。
　次に，『職務上の配慮に関する困難』では，

管理職者の職務上での対応について，復職者に
とっての最善策が不明瞭であることから難しさ
を感じると考えられる。復職支援で管理職者に
求められる能力は多岐にわたるため，ある事例
において必要だと考えられる管理職者の能力や
知識について，その一つひとつを管理職者に
伝えるシステムが重要である（Aas, Ellingsen, 
Lindoe & Moller, 2008）。しかしながら，管理
職者の対応について即座に相談可能な制度や体
制が整えられていないことが多いことから（労
働政策研究・研修機構，2012），職場での仕事
の進め方や接し方等は各職場の判断に任されて
いると考えられる。これらのことから，メンタ
ルヘルス不調者の職務上での配慮をすることの
難しさを感じると考えられる。
　最後に『組織マネジメントの困難』では，組
織マネジメントに関しての具体的な方法や，職
場で不満が生じてしまった際の対応についてあ
まり検討されていないことから困難を感じると

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Table . N  = 58

M SD t d

77.38 18.15

84.71 13.61

1. 34.46 9.97

40.53 7.18

2. 27.96 7.39

28.82 6.18

3. 14.96 3.50

15.35 4.15

Note :  = 
   ** p  < .01;  † p  < .10;  n.s.  = not significant

0.46

0.70

0.13

0.10

2.70 **

.48 n.s.

.39 n.s.

1.76 †
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考えられる。職場でメンタルヘルス不調者が出
た場合には，周囲の職員がメンタルヘルス不調
者の業務を補うことによる物理的な負担ととも
に，対応への不安感などの心理的負担も生じる
とされ，管理職者は双方に配慮することが求め
られている（田邉・長谷川・鶴田，2015）。ま
た，復職支援では周囲の労働者がメンタルヘル
ス不調者のことを怠けなどではなく病気の症状
であると受け入れる雰囲気を作り出すことが重
要である（Andersen et al., 2012）。しかしなが
ら，これらの具体的な方法についてはこれまで
言及されていない。これらのことから，管理職
者は組織をマネジメントする困難を感じると考
えられる。
　また，復職支援経験の有無に関わらず管理職
者の困難感は高いものの，復職支援経験のない
管理職者は，復職支援についてイメージがつか
めていないことから（黒川他，2009），復職支
援の困難感が高まったと考えられた。そのため
研修などでは事例や，メンタルヘルス不調者の
発生から復職支援において，利用可能な支援体
制や制度についても周知することで，復職支援
のイメージを持たせることが重要であると考え
られる。
　さらに，復職支援経験の有無によって困難感
の程度に因子での差が見られ，復職支援経験の
ない管理職者は，復職支援経験のある管理職者
よりも高いものの，さらに『病状や体調の把握
に関する困難』が高いことが明らかとなった。
一方で，『職務上の配慮に関する困難』と『組
織マネジメントの困難』については有意な差は
見られなかった。病状の把握や診断書のやり取
り等は，主治医や医療機関と人事スタッフとの
間で多いことから（難波・向井，2013），管理
職者が実際に経験する機会が少ないと言え，経
験のない管理職者の方が困難感を高く見積もっ
たと考えられた。また，メンタルヘルス不調者
の職務上の配慮に関することや組織のマネジメ

ントについては，管理職者が直接経験すること
の多い困難感が反映されていると言え，経験の
有無による差異が見られなかったと考えられ
る。これらのことから，管理職者に対するメン
タルヘルス研修などにおいては，メンタルヘル
ス不調者の復職支援において管理職者が経験す
る機会が比較的多いことと，経験する機会が比
較的少ないことに分けて，研修を行う必要があ
ると考えられる。
　本研究の限界点として，メンタルヘルス不調
者の復職支援で管理職者が抱える困難感の程度
と内容については明らかとなったが，実際に復
職支援を経験した場合に，どのように困難感が
変化するかについてまでは明らかにできていな
い点や，困難感の 3 因子についてのそれぞれの
関連性を明らかにすることはできなかった点が
挙げられる。今後の展望として，これらを明ら
かにすることで，メンタル不調者の復職支援に
あたる管理職者により適切なタイミングで支援
する方法や，管理職研修で段階に応じた復職支
援の説明をすることで，より円滑な復職支援を
することができるようになると考えられる。
　しかしながら，本研究は，これまで整理され
ていなかったメンタルヘルス不調者の復職支援
にあたって管理職者が抱える困難感の構成概念
を明らかにした点，復職支援経験の有無によっ
て困難感が異なることを明らかにした点で意義
があると考えられる。本研究で明らかにした 3

因子を中心に復職支援にあたって管理職者自身
が抱える困難を意識するとともに，それぞれに
ついての研修を行うこと，また復職支援で経験
する機会に合わせた研修を行うことで，円滑な
復職支援の一助になると期待される。
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Abstract

　The purpose of this study was to examine the constructs about the supervisor’s diffi culty scale 
in supporting the return to work of people with mental health disorders. It also aimed to examine 
the differences in difficulties faced by supervisors who had supported the return to work of 
people with mental health disorders and those who hadn’t yet provided such support. Exploratory 
factor analysis using the main factor method revealed three constructs about the difficulties 
faced by a supervisor when supporting the return to work of people with mental health disorders: 
i) difficulty related to understanding the medical and physical condition, ii) difficulty related 
to considering the duties, and iii) diffi culty regarding organizational management. The results 
showed that supervisors who hadn’t supported the return to work of people with mental health 
disorders had more diffi culties than those who had supported it, but this difference was marginal. 
Previous studies have shown a variety of difficulties related to supporting the return to work 
but they weren’t classified systematically. Therefore, it seems to be effective that classifying 
the diffi culties faced by a supervisor when supporting the return to work of people with mental 
health disorders into these three constructs.

Key words:  supervisor, supporting the return to work, difficulties in supporting the return to 
work, mental health disorder
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